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癌原性化学物質暴露患者の診断上の問題点

大阪府立成人病センター泌尿器科

古 武 敏 彦

CLINICAL PROBLEMS IN PATIENTS WHO WERE 

       EXPOSED TO CARCINOGENS

              Toshihiko KOTAKE 

From the Department of Urology, The Center for Adult Diseases, Osaka

   The study of carcinogenesis is most advanced in bladder cancer through the study of what is 
called aniline bladder cancer. Bladder cancer has also played a key role in introducing the concept 
of 'occupational' cancer. Industrial Safety and Health Law defines various chemical substances 
as carcinogens of 'occupational' cancer, many of which are related to the urinary tract tumor, 
including benzidine, beta-naphthylamine, alpha-naphthylamine, 4-aminodiphenyl, 4-netrodiphenyl, 
auramine, magenta, orthotolidine, dianisidine, dichlorobenzidine and paradimethylaminoazo-
benzene. When a patient has been exposed to any of  these substances, a diagnosis of 'occupational' 
cancer is made after consultation in the Central Labor Standards Council. Few bladder cancer 

patients are acknowledged as victims of 'occupational' cancer. In most cases the cause of bladder 
cancer remains unknown. However, cases of cancer caused by chemical substances are increasing, 
and many other chemical substances are probably carcinogenic. Although regulations on 
'occupational' cancer have been completed , there are many cases of inconvenience in practice. In 
this report I investigated into such clinical problems and also studied the above-mentioned 
carcinogens. 

                                              (Ac a Urol. Jpn. 35: 2063-2067, 1989) 

Key words: Occupational bladder cancer, Chemical carcinogens, Industrial Safety and Health 
           Law

題点について述べる,

緒 言

膀胱癌はいわゆるアニリン膀胱癌を通 して化学発癌

に関する研究の最 も進んでいるもので,同 時に職業性

癌という概念を導入する端緒となった1・2).現在では,

労働基準法お よび労働安全衛生法によりベンチジン,

2一ナフチィルアミンをは じめ種 々の化学物質が職業

性癌の癌物質あるいは危険物質とされているが,尿 路

系腫瘍に関係するものは多い.そ してこれ らの化学物

質に暴露された患者は法律に従って職業癌 と認定され

る.膀 胱癌患者の うち職業性癌と認定されるものはき

わめて少な く,大 部分は原因不明である。しか しこの

中にも化学物質によると考えられる症例 も多くなって

お り,ま た新しく癌原性の疑われる化学物質も増加し

てきている.職 業性癌に関する法規は整備されている

ようであるが,実 際の診療に際しては不合理な点に遭

遇す る ことがあ り問題点も多い.こ こでは,こ れら

の諸種癌原性物質あるいは危険物質に関する法規につ

いて,な らびに泌尿器科医としての実際の診療上の問

職 業 癌

職業癌occupationalcancerと は,一 般的にある

特定の職業に従事することにより,そ の職業に特有の

発癌因子に暴露して生ずる癌で,職 場環境によって起

こる職業性疾病の1つ と規定されている.

職業癌の歴史は古 く,最 初の報告は1775年 の英国の

PercivalPottに よる煙突掃除夫の陰嚢癌である,尿

路系腫瘍につ いては,1895年 に ドイツのLudwing

Rehnが アニリン系色素剤を取 り扱う染料工場,こ と

にフクシン工場の労働者の膀胱癌症例を報告したこと

に始まるD彼 は当初,原 料であるアニリンが癌発生の

原因ではないかと考えアニリン膀胱癌 と称 し,職 業癌

とい う概念の導入を決定的にすると同時に,こ れが癌

の発生をアニリンという一種の芳香族アミンすなわち

化学構造式の判明した化学物質との関係において研究

する端緒となった.そ の後,種 々の実験的および疫学

的研究により,ア ニリン膀胱癌では代謝産物である芳
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日本国憲法
昭22(27条2項)

工場法 一 工場法(改正)

明44大 正12

黄燐燐寸製造禁止法
大正10

労働基準法
昭和22

労働災害防止団体
等に関する法律
昭和39

労働安全衛生法

作業環境測定法

労働災害防止
団体法

由
塞

Fig.1.労 働衛生関係法規の推移

香族アミンのベンチジンとベーター ・ナフチルアミン

が確実に癌原物質であることが証明された.こ れによ

り職業性膀胱癌(尿 路系腫瘍を含む)は 法的にも承認

され,同 時に行政的措置が講ぜられるようにな り,近

い将来この世から消滅するであろ う.

しかし,あ る因子を職業癌の原因であると決定する

ことは必ず しも容易ではない.職 業癌の確定には,通

常まず職業癌を疑 う症例の報告が なされ,そ の後,

種々の疫学的調査および実験的研究が行われ,そ の結

果により中央労働基準審議会を経て,法 的に職業癌の

癌原因子 として承認 される とい う手順がとられてい

る.

職業性疾病に関する法的対策

近年,わ が国においても職業癌を含む職業性疾患に

対する法的対策は充実してきている.労 働衛生に関係

する法規の推移をFig,!に 示すが,法 律的事項に馴

染みの薄い臨床医にとってはかなり複雑で理解 し難い

点が多い.職 業癌に関係するものの根幹は,1947年 に

制定された勇働基準法(労 基法)と1972年 に これ より

分離制定された労働安全衛生法(労 安衛法)で ある.

労基法は労働者災害補償保険法とともに労働者の災

害補償を主眼とするもので,業 務上の疾病の規定,災

害補償を受ける疾病の範囲,そ して保険給付などにつ

いて規定している.一 方,労 安衛法は,作 業環境の管

理,作 業内容の管理,そ して健康管理手帳を交付し定

期健康診断を行う健康管理を基本とするもので,労 働

者の労働災害と疾病の予防を目的とするものである.

なお当然ながら,こ の2系 統の法規は相互に関連する

もので,危 険物質の指定,そ の製造および使用の禁止

なども規定している.

Table1.が ん原性物質若 しくはがん原性因子又はが

ん原性工程における業務による次に掲げる

疾病一尿路系腫瘍

(労働基準法施行規則第35条 関係別表第1の2の 七)

Lベ ンジジンにさらされる業務による尿路系膣癌

2.ペ ーターナフチルアミンにさらされる業務による尿路系腫癌

3.4一 アミノジフェニルにさらされる業務による尿路 系腫痛

4.4一 ニ トロジフェニルにさらされる業務による尿路 系腫嘉

5.オ ーラ ミンを製造する工程における菜務による尿路系腫嘉

6.マ ゼンタを製造する工程 における業務による尿路系腫瘍

7.上 記のほか、これ らの疾病に付随する疾病その他がん原性

物質若 しくはがん原性因子 にさらされる業務又はがん原性

工程における業務に起因することの明 らかな疾病

注:8.前 各号に掲げるもののほか、中央労働基準審議会の議を

経て労働大臣の指定する疾病

9.そ の他菓務に起因することの明らかな疾病

尿路系腫瘍の診療に携わる泌尿器科医は常に職業癌

を念頭において,こ れ らの関係法規を十分に知 ってお

くことが大切である,

職業性尿路腫瘍の癌原性物質

職業癌の癌原性物質あ るいは癌原性因子に関 して

は勇基法施行規則 第35条 関係で規 定 され て いるが

(Table1),尿 路系腫瘍の癌原物質と してはベンジ

ジン,ベ ーター一ナフチラミン,4一 アミノジフェニル
,

4一 ニ トロジ フ ェニ ル の4種 の 芳 香 族 化 合 物 の ア ミ ノ
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Fig・2.職 業性尿路系腫瘍の代表的癌原性物質とその構造式

一ラミンとマゼンタの製造工程も癌原性と規定されて

いる.従 って,こ れらの物質を取 り扱 う業務(1%以

下 の含有量の混合を除 く)に よる尿路系腫瘍は法的に

職業癌と認定される.な お,こ れらの物質は労安衛法

第55条 に より一部の試験研究業務を除きすぺて製造,

使用が禁止されている,い わゆる禁止物質である.こ

れ らの化学構造式をFig.2に 示す.

これ らの癌原物質を取 り扱 う業務の従事者(現 在,

過 去を とわず)に は労安衛法第66条 および特定化学物

質等障害予防規則に より,健 康手帳の交付と健康診断

を行 うことが義務づけられている.同 時に,上 記物質

以外にジクロルベンジジン,ア ルファーナフチルアミ

ン,オ ル トー トリジン,ジ アニシジン,パ ラージメチ

ル,ア ミノアゾベンゼンおよびこれらの塩も尿路系腫

瘍発生の危険物質とされ健康診断が義務づけられてい

る.

わが国における職業性尿路系癌の発症例はベ ンジジ

ンによるものが最も多く,つ いでベーターナフチルア

ミンによるもので,4一 ア ミノジフェニル,4一 ニトロ

ジフェール,オ ーラミン,マ ゼンタによる発症例の報

告はない.し かし,最 近ジアニシジンに よる尿路系腫

瘍の発症例の報告があ り,法 的承認の検討がされてい

る.

このように職業癌の癌原物質は解明され,そ の数も

除々に増えている.し かし,非 職業性癌,い わゆる自

然発生癌あるいは偶発癌についても同様の観点から研

究されているが,そ の原因の解明はほとんど進んでい

ない.膀 胱癌患者を原因により分類する とFig.3に

示すごとく,職 業癌の膀胱癌全体に占める割合はきわ

めて低いものである.し かし,職 業癌を中心 として,

その周辺には原因解明が可能な症例も多いと考えられ,

注意深い患者観察を基に原因解明の研究努力がされて

いる.泌 尿器科医は,癌 原物質および類似の化学物質,

特に芳香族化合物のアミンまたはニトロ誘導体に関す

る知識を十分に持っていることが大切である・

一一職業性癌の認定

一一職 業性 癌 の疑

一一類似 の発癌 物質

一一 化学 発癌 の疑

一一自然 発癌

Fig.3.膀 胱癌患者の発癌原因による分類

Table2.健 康 診 断 の項 目

1.業 務の経歴の調査

2.血 尿 、頻尿、排尿痛等の他覚症状又は 自覚症状の既往歴

の有無の検査

3.血 尿 、頻尿、排尿痛等の他覚症状又 は自覚症状の有無の

検査

4.尿 沈渣検鏡(医 師が必要 と認 める場合は、尿沈渣 のパパ

ニコラ法による細胞診)の 検査

5.医 師が必要と認め る場合は、膀胱鏡検査又は腎孟撮影検査

泌尿器科医の役割

職業癌,特 に尿路系腫瘍の診察に際 しての泌尿器科

医の役割は大きい。まず,法 的義務による健康診断へ

の関与であ り,こ の要点はTable2に 示す ごとく,

癌の早期発見と職業性か否かの予見が大切である.こ

れは偶発癌の診察においても同様であ り,早 期に発見

し,つ いで的確な治療を行 うことである.

職業性癌患老にとって大切なことは法的な認定手続

きである.職 業性癌原物質によると考えられる尿路系

腫瘍をもった患者の中にも,現 在でも職業癌と認定さ

れていない患者は多い.こ れは大企業に属する患者で
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Table3・ 職業性癌の認定手続

1.医 師の診断

2.療 養補 償給付 たる療養の費用請求書(様 式第7号)

(労働 者災害補償保険)の 労働基準監督署長 に提出。

i)事 業主 による災害原 因及び発生状況

ii}医師 による疾病証明

3.労 働基準監督署 による、職歴調査、事情聴取書の作成

4.事 菓主 による疾病に関す る申立書

5.医 師 による意見書の提出

6.労 働基準監督署あるいは専門家会 議での審査

7.不 認可の際は不服 申し立て

またはニトロ誘導体である.そ して関連物質であるオ

はまった く見られないが,中 小企業で経営者が積極的

でない場合あるいは転職者 の場合に多 い,認 定手続

の概略はTable3に 示 す が,手 続の第1は 医師の診

断に基づき,療 養補償給付たる療養の費用請求書(様

式第7号)の 提出である.そ して泌尿器科として大切

な役割は医師による意見書の提出である(Fig.4).

しか し,こ の認定手続は必ずしも容易ではなく,不 認

可の場合も多 く,ま た認定に際しても長時間を要する

ことが多い.こ の点に関しては患者中心に,今 後法的

問題 も含め泌尿器科医側 よりの積極的な対応が必要で

あると考える.

結 語

職業癌,特 に尿路系腫瘍患者の診療上の問題点を法

規的観点を中心に述ぺた.職 業癌はアニリン膀胱癌を

第 号

昭和 年 月 日

労働基準監督署長殿

病 院診療所

医 師 ㊥

意 見 書 の 提 出 に つ い て

今般、標記について依頼がありましたので、下記のとおり意見を申し述べます。

記

府県所掌 所轄 基 幹 番 号 枝番 負傷労働保険番 号

… … ii… …i・ 三i
年月日発病 年 月 日 治ゆ年月日 年 月 日

労働者の 負傷の部位
氏 名 (歳) 及び傷病名

主
訴 、

及
ぴ
自
覚
症

依
頼
事
項
に
か
か
る
意
見
A

検
査
成
績
等
)

(注)こ の意見書は、1部 労働基準監督署長へ提出してください。

F三g.4.認 定 手 続 様 式 一 医師 の意 見 書

(病 院控 用)

七

。
一
二

基
発
第

四
五
四
号
)
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端緒としてその原因が解明されつつあり,同 時に行政

的措置も完備されつつある.し か し真の癌原物質と認

定された ものは ペンジジン,ペ ーターナフチルア ミ

ン,4一 ア ミノジフェニル,4一 ニトロジフェニルの4

物質にすぎず,過 度に発達した工業社会においてはな

お多数の危険物質が存在し,こ れらの癌原性証明の努

力をし,一 日も早く職業性癌原因子を明らかにし,職

業癌をこの世から消滅させることが必要である.同 時

に,職 業癌研究を基に偶発癌の原因解明を達成するこ

とが大切である.ま た,職 業癌に関する法規にも問題

点があ り,特 に認定手続上に難点が多く,今 後泌尿器

科医にとって取 り組むべき大きな課題 といえよう.
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